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平成１８事業年度業務実績報告概要

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（１）機動的な組織運営

① 機動的な組織運営

平成１７年度に設置した総合技術推進室と現場が一体となって機動的、効率的

に業務を実施した。また、総合技術推進室について、経営企画部国際課を統合し

（２２頁）て、国際グループを設置した。

② 新人事制度の運用

。平成１７年度の評価結果を７月からの月例給与及び７月期業績手当に反映した

（２４頁）また、評価結果に基づき昇任及び適切な人事配置を行った。

③ 職員の資質向上

人材育成プログラムに基づき、ＯＪＴ、研修等を通じて人材育成を進めるとと

もに各種資格試験に係る情報提供を全職員に対して行い、技術士などの業務に貢

献できる資格を取得した職員の表彰を実施した。

こうした取組等を行うことにより、職員１人当たりの公的資格保有数を年度計

画を超える１．１９（年度計画1.18、中期計画1.2）へ向上させることができた。

（２６頁）また、この他、職員の資質向上のため以下の取組を実施した。

１）防災士の資格取得への取組

防災に関する理論、とるべき行動等を体系的に学ぶことにより、既往の自然

災害のみならず大規模災害や突発的な事象についての臨機の対応能力を向上さ

せ、地域の防災関係機関との連携により、災害に強い地域づくりに取り組むこ

とを目的として、大規模災害が予測されている地域に属する事務所職員２５名

（２７頁）が防災士の資格を取得した。

２）水道技術管理者・水道施設管理技士の資格取得への取組

機構施設に密接に関連する水道施設の一部について、機構施設との一体的管

理への期待が水道関係者にあることから、水道技術の習得のため５名の職員を

水道事業体に派遣するとともに 「水道技術管理者」の資格を１名が取得したほ、

か「水道施設管理技士（管路２級 」の資格を３名 「同（管路３級 」の資格を） 、 ）

（２８頁）４０名（管路２級資格取得者３名を含む）の職員が取得した。

（２）効率的な業務運営

① 情報化・電子化による業務改善

１ 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準」に基づき、体制及び対象）

範囲等について機構の情報セキュリティポリシー及び規程の見直しを実施した。

２）ナレッジシステムについて、データベースの閲覧・検索の機能を高め、機能

（３０頁）の向上を行った。
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② 組織間の役割分担の見直しと業務の一元化

効率的な業務運営を図るため、中部支社の事務を見直し、契約権限を本社に一

元化することにより、工事発注に係る契約事務、積算審査等に係る総務課、経理

（ ）課の定員を削減するとともに 総務部次長及び建設部工務課を廃止した、 。４０頁

③ 外部委託の実施

庁舎管理及び車輌管理業務については引き続き 概ね１００％ 中期計画概ね100、 （

（４２頁）%）の外部委託を実施している。

④ 業務の簡素化

各事務所の火災保険、車両保険を本社一括契約することで、契約事務の軽減を

図った。また、軽微な決裁の公印押捺の事務処理や決裁者の不在時における代理

決裁の事務手続ルールを明確にするなどの改正を行い、意思決定の迅速化を図っ

（４４頁）た。

（３）事務的経費の節減

事務的経費については、業務の簡素化・効率化等により平成１７年度末の

１，６８４名から５２名の定員削減による節減を行ったほか、平成１７年度から

実施している本給の自主的カットについても３％から４％にカット率を上げ、給

与水準の適正化の取組を行った。これらに加えてその他の事務的経費の節減の取

組を行ったことにより、平成１８年度の事務的経費予算については、平成１４年

度事務的経費予算に比して１１．７％（年度計画11%削減、中期計画13%節減 、総）

（４６頁）額で約３０億円を節減した。

（４）総人件費改革に伴う人件費の削減

総人件費改革による人件費の削減率は、定員の削減と本給のカットにより、平

成１７年度と比較して概ね１．０％（年度計画1%、中期計画H18からH22までの5年

（４８頁）間で5%以上）となった。

（５）事業費の縮減

平成１８年度当初予算は、平成１４年度予算と比して、１５．７％減（年度計

画15%減 中期計画10%縮減 と厳しい制約を受けたが 事務的経費の節減 １１ ７、 ） 、 （ ．

％減）及び計画・設計の見直し、汎用品の積極的利用などによる総合的なコスト

（ ． ） 、 。の縮減等 １６ ０％減 を行いつつ 新築・改築事業及び管理業務を実施した

（５０頁）

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（１）業務執行に係る基本姿勢

（徳山ダム建設事業における不適切事案）

機構においては、本社・支社・局においても現場で生じている課題について情

報を共有し、職員の意識の再徹底、適正かつ透明性の高い組織・業務運営の強化
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に努めてきたところであるが、徳山ダム建設所において 「補償対象としない 」、 。

という事務所方針であった水没地内の木材運搬用の索道を、建設所職員が地元関

係者からの要求に応じて契約等決議書の決裁未了のまま補償契約を締結、支出を

行うという不適切事案が発生した。

今後は、理事長をはじめ本社役職員が直接現場に出向いて職員ひとりひとりと

、 、 。議論することを基本に 職員の意識改革を徹底することとし 次の取組を行った

． 、 、ア あらゆる研修の機会において 理事長又は副理事長から直接メッセージを発し

研修員ひとりひとりと意見交換を行うとともに、役員が直接現場に出向いて職員

全体への意識改革の徹底を図った。

． 、 、イ 文書決裁規程等のルールを厳守し 正規のプロセスを踏んだ事務手続について

全事務所での研修を実施した。

ウ．外部有識者からなる入札等監視委員会の権能を拡充し、工事・調査案件のみな

らず、用地補償案件も審査対象に加え実施した。

エ．経理システムを、決裁権者又はその指定する者が、決裁を完了した旨を入力し

限り、支払いがされないように改良した。ない

〔参考〕これまでの適正かつ透明性の高い組織・業務運営の取組

・全国所長会議、管理職研修等において職員の意識の再徹底

・外部有識者からの助言、意見等を得ることを目的に「倫理懇談会」を設置

・理事による事業所のヒアリングを継続的に実施

・用地交渉の課題について、用地部に相談窓口として担当審議役を設置し 「難航案件、

調書」を作成

・不当要求への法的対応に係る「対応事例集」を作成し、社内ＬＡＮにより全職員に周

知し、併せて、研修、会議等により趣旨の徹底

（５２頁）

（水門設備工事における談合事件に係る公正取引委員会からの水資源機構に対する

要請等について）

３月８日、公正取引委員会から、独立行政法人水資源機構が発注する水門設備

工事に係る入札談合に機構の前身である水資源開発公団の元職員が関与していた

として、機構の役職員が退職後に、同様の行為をすることがないよう必要な措置

を採ることを要請された。また同日、国土交通大臣から、徹底した事実関係の調

査を行うとともに、その結果を踏まえ、再発防止策を的確に実施するよう指導を

受けた。

機構では、外部有識者参画のもと入札談合調査等委員会を設置し、事実関係の調

査及び再発防止の検討を行い、機構の元役職員が退職後に独占禁止法違反行為に関

与した事実が確認されたとして、６月１５日、事実調査報告書を取りまとめた。

また、再発防止策として、①職員に対する法令遵守の徹底及び業界関係者等か

らの不正な働きかけの防止、②一般競争入札方式の拡大等による競争性・透明性

の強化、③入札談合等不正行為に係るペナルティの強化、④再就職の見直しに取

（５３頁）り組むこととした。

（河川法に基づく手続の不備について）

機構では国土交通省からの依頼に基づき、一級河川の河川区域等に存する利水

施設（２２施設）について、報告データ及び法手続の適正性に関する自主点検を
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実施したところ、河川法の手続を経ずに監視カメラを設置するなど、その一部に

、 。手続の不備があることが判明し 再発防止の徹底について同省から指示を受けた

機構では河川管理者と協議し、速やかに必要な是正措置を講ずるとともに、再

発防止対策として法令遵守のための教育体制の強化、チェック体制の整備などに

（５３頁）取り組むこととした。

（２）計画的で的確な事業の実施

①② 新築・改築事業（ダム等事業）

ダム等事業については、８事業（新築７、改築１）の進捗を図った。

１）滝沢ダムについては平成１７年１０月より試験湛水を開始したが、同年１１

月に貯水池斜面で亀裂が発見されたため、一旦水位を下げて対策工事を実施し

た。その後、専門家による現地での安全確認を受けて、８月１８日に水位上昇

を再開した。

２）徳山ダム建設事業では、計画的な事業の実施を図るため、平成１７年度に引

き続き、特定事業先行調整費制度を活用することにより（約７０億円を同事業

に係る国の交付金の一部に相当する資金として一時的に支弁）計画どおり工事

を進捗させ、９月２５日に試験湛水を開始した。

同事業では希少動植物の保護やダム上流域の山林公有地化事業など、自然環

境の保全にも精力的に取組ながら事業を進めてきたほか、学識経験者、地方整

備局、岐阜県、揖斐川町、水資源機構などからなる策定会議（平成１７年度設

置）において 「日本のどまん中を支える日本一の水と森が織りなす流域文化の、

創造」を目標像とする「揖斐川水源地域ビジョン」の取りまとめを行った。

これらのほか、徳山ダム建設事業では、平成１４年の堤体盛立の開始以来、

シャトルバスでの案内（４月～１１月の土日祝日 、グループ見学（随時 、将） ）

来は湖となる地点を見学する湖底ウォーク等を実施した。これらの取組におい

ては、職員自らが現場の案内を行い、５年間で延べ約７万３千人の方々に徳山

。 、 、ダムの説明を行うことができた また 試験湛水開始前の７月には旧徳山村民

地元小中学生他、約５，０００人の参加を得て「徳山ダムふるさと湖底コンサ

ート」を開催した。

徳山ダム建設事業では建設工事と共にこれらの活動を行うことにより、地域

住民をはじめ多くの方々の理解を得ながら事業を進めることができた。

（５７頁）管理移行は平成２０年度の見込みである。

３）大山ダム建設事業では７月に「高度技術提案型総合評価落札方式」による本

体工事の契約手続を開始するとともに、民間事業者からの技術提案について、

評価・評点を行い、平成１９年４月１０日落札者を決定した。建設工事では、

ダム本体工事に係る仮排水トンネルを貫通させ、平成１９年５月１日に本川の

（６０頁）転流が完了した。

４）総合評価方式の適用拡大と高度技術提案型総合評価方式の導入

ア．価格と技術提案の内容を総合的に評価し、落札者を決定する総合評価落札方

式の適用について、予定価格が１億円以上の工事５１件のうち２７件の工事に
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適用し、対象工事の５割以上に適用した （金額ベースで約７１％）。

イ．競争参加者に構造上の工夫や特殊な施工方法等を含む高度な技術提案を求め

る高度技術提案型総合評価方式の基本的な考え方や一般的な例を示した「高度

技術提案型総合評価方式の手続について」が平成１８年４月に公共工事におけ

る総合評価方式活用検討委員会において策定されたことに伴い、大山ダム建設

工事を対象として「高度技術提案型総合評価落札方式」を導入した。ダム本体

工事での適用は国土交通省の尾原ダムに次ぐ取組であるが、大山ダム建設工事

においては加算点の合計を５０点としたほか技術提案の確認・改善のための対

話を行うなど、より技術提案を重視した方式とした。

機構では「高度技術提案型総合評価落札方式」における施工計画の標準案を

提示するとともに競争参加者からの技術提案について、工期、施工計画、品質

の確保、環境対策等の観点から評価を行った。

なお、本工事については、７月に公告を行い平成１９年４月に契約の相手方

（６２頁）を特定した。

①② 新築・改築事業（用水路等事業）

用水路等事業については７事業の進捗を図り、１事業を完了させた。

１）豊川用水二期事業を実施する地域は東海地震の発生確率が平成１８年からの

、 。３０年間で８７％と予測されており 地震防災対策強化地域に指定されている

機構では地震に伴う用水供給の停止が約８０万人が居住する当該地域の生活

環境、経済活動のほか国内有数の農業地域における農業生産に甚大な影響を与

えること、また施設の損壊により万一漏水が発生した場合には周辺の道路、家

屋の浸水などに二次被害が発生すること、更には当該施設では石綿管のパイプ

ラインが現存し、工事を実施するにあたり大規模な飛散対策が必要となること

から、大規模地震対策及び石綿管除去対策の制度提案を行った。その後、農林

、 。水産省において制度創設要求が行われ 平成１９年度からの実施が認められた

（６５頁）

２）愛知用水二期事業（牧尾ダム堆砂対策）については、事業完了後に管理で実

施する堆砂除去の間隔を見直し、貯砂ダム容量の縮小と堆砂除去量を減少させ

たことで事業費の縮減（約３億円）に寄与しながら、予定通り平成１８年度で

（６７頁）事業を完了した。

３）香川用水施設緊急改築事業では平成２０年度の竣工に向け、調整池本体盛立

（６７頁）工事に着手し、１１万ｍ の盛立を実施した。３

４）愛知用水二期事業のうち、平成１６年度に完成した水路等施設について愛知

用水総合事業部、愛知県農林水産部、岐阜県農政部、可児土地改良区、入鹿用

水土地改良区及び愛知用水土地改良区の６者が共同で平成１８年度農業土木学

会上野賞を受賞した。これは愛知用水において、通水しながら点検が可能な二

連水路システムが大規模な改築事業として初めて確立されたことが「多目的長

大用水路システムの新たな水路技術の先鞭」として評価を受けたものである。

（６９頁）
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③ 附帯業務及び委託発電業務

１）ダム等事業では、付替道路関連（８件）及び発電取水設備工事（２件）を関

係国県及び発電事業者から委託を受け、適切に実施した。

２）用水路等事業では、水道管敷設工事（２件）及び橋梁設置工事・道路拡幅工

（７０頁）事（１件）について関係市から委託を受け、適切に実施した。

④ 特定事業先行調整費制度の適用

平成１７年度に引き続き、徳山ダム建設事業へ機構の自己資金約７０億円を同

事業に係る国の交付金の一部に相当する資金として一時的に支弁し、平成２０年

（７２頁）度の管理開始に向けた計画的な事業の実施を図った。

（３）的確な施設の管理

① 施設管理規程に基づいた的確な管理等

（ダム、水路等の的確な施設管理に基づく安定的な水供給）

機構では、水資源開発水系として指定されている７水系において約３６２ｍ /s３

の水を開発するとともに、約６４百万人（総人口の約50.6%）が居住する地域に水

道用水、工業用水、農業用水の供給をおこなっている。

、 、 、 、日常の管理では 安定的な水供給を行うため 利水者の水利用計画 河川流量

雨量等の水象・気象情報を的確に把握するとともに、すべての施設についてその

機能が確実に発揮できるよう、定期的な点検や整備を実施している。

（渇水時における対応）

筑後川水系では平成１８年１月からの冬渇水の影響で４月１８日まで自主節水

が継続されたが、融雪出水や梅雨前線による降雨により８月１日時点でのダムの

利水貯水率は全国的に概ね１００％になった。

その後、四国の銅山川では、降雨が少なく、１１月１７日より自主節水を開始

し、２月２日より取水制限に入った。吉野川水系においても１月の降雨量が平年

の１９％しかなく２月６日より自主節水を開始し平成１９年度に継続している。

（７６頁）

（水資源開発施設等保全管理事業の創設）

木曽川用水施設及び三重用水施設では、農業用支線水路等における施設の劣化

が広範囲にわたり顕在化しており、修繕、補修に要する費用が増大することが予

測されることから、機構では幹線水路において実施している施設の長寿命化対策

を支線水路にまで範囲を拡大し実施する水資源開発施設等保全管理事業の制度提

案を行った。本制度は、農業用支線水路施設等の機能診断を行うことにより、計

画的に施設機能保全対策を実施し国費及び利水者負担の平準化を図るとともに、

劣化の状況に応じた適切な措置を講じることによって、大規模な施設の改築に至

る年数を延長し、利水者の負担とともに国費の負担軽減に資するものである。

この提案については、その後、農林水産省において制度創設要求が行われ、平

（８４頁）成１９年度からの実施が認められた。
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１）水質保全等の取組

機構が管理している全４９施設について、詳細な水質情報の把握を行うとと

もに２８施設においてホームページに掲載して公表した。また水質異常の未然

防止対策として、水質監視の他曝気循環設備等の各種水質対策設備を設置運用

（８８頁）した。

２）水質事故時の対応

平成１８年度は機構が管理する４９施設のうち、１２施設内で３５件の水質

、 、 、事故が発生したが 関係機関等との連絡調整を図るとともに 取水位置の変更

オイルフェンス、オイルマット設置等の対策を実施し、水質被害の拡大防止に

（９６頁）努めた。

３）洪水被害の防止又は軽減

国土交通省の「豪雨災害対策緊急アクションプラン」に基づく「総合的な豪

雨災害対策の推進について（提言 」を踏まえ、機構においても次に示す取組を）

行い洪水調節能力の強化に取り組んでいる。

ア．特定施設の的確な洪水調節操作

平成１８年度は平成１７年１２月から１月上旬にかけての寒波の影響で大雪

となり、春先には融雪出水が続いた。また、７月中旬から下旬にかけて梅雨前

線の活動が活発になり、全国的に大雨が発生し、機構の９ダムで延べ３６回の

洪水調節操作を実施した。

木曽川水系の味噌川ダムでは、７月１８日の洪水において下流河川の水位が

警戒水位を超え浸水の恐れがあったため、ダム流入量の予測計算を逐次行うと

ともに、ダムに貯留可能な容量、放流量と河川水位の関係を計算し、放流量を

５０ｍ /sから３０ｍ /sへ減ずる操作を実施することで、木曽福島地点の河川３ ３

水位の低下に寄与し、浸水被害の軽減に努めた。

イ．大規模な出水に備えた検討

○ ダム管理では計画規模を超える洪水においても洪水調節機能を発揮させる

ために、大規模な洪水が予想される場合には、事前に利水容量の一部を放流

し、洪水調節容量を増加させることにより浸水被害の軽減を図る事前放流の

取組を進めている。

事前放流では、利水容量の一部を放流するため、予測よりも降雨が少ない

場合に放流した利水容量を回復できないというリスクが生じる。このため、

ダム毎に過去の降雨と出水の記録から流出解析を行い、降雨と確実な回復可

能量を設定した実施要領を作成することとしている。

下久保ダムと草木ダムについては、関係機関や利水者等の了解を得て実施

要領を作成した。これより計画規模を超える洪水時においても被害が軽減が

できる可能性が高まった。他のダムについても事前放流に係る検討を実施し

ており、関係機関や利水者等との協議が整ったダムから実施要領の作成に取

りかかる予定である。

○ 阿木川ダムほか３ダムでは大規模な洪水に伴い自治体が発する住民の避難

指示に、機構の放流警報施設を活用する協定を、関係市町村との間で協定を
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締結した。

、 。これにより 非常時において確実に住民避難が行われる可能性が向上した

今後、防災訓練での使用を検討するほか、他のダムについても、情報提供

（１００頁）を行うとともに協定の締結を進める予定である。

４）附帯業務及び委託発電業務

管理業務では、国土交通省、県、土地改良区、電力会社等から２３件の施設

管理に附帯する業務の委託を受けたほか、委託に基づく発電に係る業務を１７

（１１０頁）施設において実施した。

５）環境への負荷の低減への取組

機構では環境負荷軽減（ＣＯ 及び廃棄物の削減）の具体的な取組として、２

管理用水力発電、ダム湖等に流入する流木、刈草の有効利用（チップ化、一般

（１１２頁）配布、堆肥化等 、間伐材の活用を行った。）

６）施設周辺地域とのコミュニケーション

（１１４頁）（略： １１）事業関連地域との連携促進」に一括記載）「（

② 管理所施設等の耐震化

耐震性能を高めた管理所施設等は、平成１７年度末の１８施設から２施設（利

根導水秋ヶ瀬管理所、千葉用水印旛機場）を追加し、その割合を７０%（４０施設

（１１６頁）／全５７施設 （中期計画70%）とした。）

③ 説明施設等のバリアフリー化

説明施設等のバリアフリー化については平成１７年度までに２４施設における

（１１８頁）段差を解消し、中期計画に掲げる目標を達成している。

④ 水管理情報の発信

水管理情報の発信については利水及び治水機能を有する全２０ダムのうち、上

半期に新たに２ダム（草木、浦山）を加え合計１８ダムにおいて実施している。

（１２０頁）

（４）災害復旧工事の実施

平成１８年１０月の豪雨により、房総導水路の両総用水共用施設第一導水路左

岸法面が７７ｍにわたり崩壊した。機構では迅速な災害復旧工事に努め３月２５

（１２４頁）日に工事を完了した。

（５）総合的なコストの縮減

各事業所において 「水資源機構コスト構造改革プログラム」に基づく、計画・、

設計、管理及び入札・契約の見直しや新技術の活用などのコスト縮減に取り組ん

だ結果、平成１４年度予算の当初工事費の１６．０％（年度計画14%、中期計画15

%）の総合的コスト縮減率（直接的施策の縮減率）を達成した （総合コスト縮減。

額111.7億円）

、具体的な取組では両筑平野用水総合事業所における管水路老朽化対策において

従来、開削工事によって管の布設替えを行っていたものを、管内面に更生材ライ

ニングを施す新工法を採用することにより約５４百万円のコスト縮減を行った。

、「 」 「 」この他 技術提案付価格合意方式 や 施工数量を評価する総合評価落札方式
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（１２６頁）により約２，４４０万円のコスト縮減を行った。

（６）環境保全への配慮

機構では水資源の開発または利用と自然環境の保全の両立をめざし、環境に係

るこれまでの調査、保全措置、委員会等の指導・助言をもとに、動植物の生息・

生育環境への影響を回避・低減するための保全対策に積極的に取り組んでいる。

① 自然環境の保全

１）建設事業における自然環境保全の取組

徳山ダムでは情報公開の一環として、環境調査から、事業の実施における影

響の予測、環境保全対策の検討と実施、ダム建設中のモニタリング調査までの

環境保全の取組について取りまとめた「徳山ダムにおける環境の保全」を作成

・公表した。この中で特に希少猛禽類については、平成８年度からの約１０年

間の調査結果を解析し、湛水予定地周辺について失われる生息場所について面

積を単純に評価するだけでなく、繁殖や狩りを行う場としての機能を評価する

（１３３頁）などの取組を実施した。

２）施設管理における自然環境保全の取組

ア．下久保ダムでは、ダムによって下流河川の土砂が減少し、生物の成育・生息

環境等が変化していることに対して、平成１５年度よりダムの堆砂対策と合わ

せて下流河川に土砂供給を行う取組を実施している。

これによってダム下流の三波石峡では、天然記念物である三波石の表面付着

物が洗い流されるなど、環境改善の効果が現れている。

平成１８年度は土砂供給の取組を３ダムから６ダムに拡大し実施しているほ

か、１０月には全事業所を対象として情報提供や意見交換のための検討会を実

施した。

イ．草木ダム、一庫ダム及び寺内ダムにおいては、洪水調節に支障を及ぼさない

範囲で洪水調節容量に一時的に水を貯め、河川の瀬切れを防いだり魚類の産卵

のための水深の確保など、川らしさの維持や魚類の生息環境の改善を行うため

（１３８頁）の放流を行っている。

② 環境学習会の実施

環境学習会を全事業所 計画：全事業所 で開催し 機構単独開催分で６,１２２（ ） 、

名、他機関と共催分で１,５２２名の地域住民、利水者、工事・調査関係者、機構

職員等の参加があった。

機構職員の環境研修については、平成１８年度には延べ６６名（年度計画45名

以上、中期計画200名以上）が国の機関や機構等が開催する専門研修を受講し、延

べ３５０名（年度計画２００名以上、中期計画1,000名以上）が環境に関するカリ

（１４８頁）キュラムを設けた機構の内部研修を受講した。

③ 環境情報の発信

平成１７年度に機構が実施した、環境をテーマにした地域交流等を取りまとめ

年度報告書「環境報告書２００６～環境保全への取組み～」を作成したほか、平

、 、成１７年水質年報を作成し 関係機関に配布するとともにホームページの掲載等

（１５４頁）情報発信を行った。



- 10 -

④ 建設副産物等のリサイクル

工事の設計段階から建設副産物の発生抑制、減量化、再資源化等の検討を行う

とともに、請負者には、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進書の作成報告

に関する指導を行うことにより、建設混合廃棄物以外については、再資源化・縮

減率等の目標値を達成した。また、流木の有効利用では流木が流入する全ダムの

うち１８ダム（７ダムは処理対象となる程の流木の流入なし （中期計画25ダム））

、 、 ， 。と長良川河口堰 筑後大堰において 合計約７ ４００ｍ の流木を有効利用した３

そのほか、三重用水ほか１４施設では、刈草を堆肥化などして一般に配布する

（１５７頁）取組を行っており、約１６，７００ｍ の刈草等を有効利用した。３

⑤ 環境物品等の調達

環境負荷の低減に資するため、物品等の調達においては、国が定めた基本方針

に従い、環境物品等を１００％（目標値：１００％）調達した。また、公共工事

においても、調達方針に規定された調達目標どおり、環境物品等を的確に調達し

（１６０頁）た （中期計画100%）。

⑥ 環境保全に配慮したダム管理のあり方の検討

環境に配慮したダム管理に資するため、地域住民等がダムの水質や周辺の自然

（１６４頁）環境に望んでいる姿について、２２ダムの調査を行った。

（７）危機管理

① 危機的状況への的確な対応

機構の各支社等管内では、直下型地震に対する耐震補強、地震発生後の早期復

旧等を目的とした「大規模地震対策アクションプログラム」の策定等に取り組む

と共に利水者との連携強化、応急復旧のための体制整備などの作業を進めた。

なお平成１８年度には、施設の安全点検を行う必要のある規模の地震が全国各

地で延べ６回発生したが、これらの地震発生後は、早朝・夜間・休日を問わず、

速やかに防災態勢を執り、施設の臨時点検（延べ１４回）を行い、その安全を確

認した。

このほか、全管理所において監視カメラ等（４３６台設置）による監視体制の強

、 。化を行ったほか 人感センサーや警報装置の設置など不法侵入防止対策を強化した

更に 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 平成１６「 」（

年法律第１１２号。以下「国民保護法」という ）に基づき、本社では国民保護法。

（１６６頁）に関する講習会を開催し、役職員の理解の促進を図った。

② 日頃からの訓練

洪水時対応及び操作を想定した「洪水対応演習 （昨年までの「ダム管理演習」」

から名称を改めた ）を、５月、６月に河川管理者と連携し、全ダムで実施したほ。

か、９月１日には東海地震の発生を想定し、一斉地震防災訓練を実施した。

また、全管理所において、非常時参集訓練（不定時 、設備操作訓練等を実施し）

た（延べ３００回 。非常時参集訓練では公共交通機関のマヒを想定し、徒歩での）

参集訓練を行い、設備操作訓練では職員の全員が設備の操作をできるよう訓練を

（１７０頁）行った。
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③ 施設の安全点検

全施設において、月１回以上（一部施設の冬期を除く）の安全点検を実施した

（１７４頁）ほか、２２施設において、地域住民等と合同で安全点検を実施した。

（８）工事及び施設管理の委託に基づく業務

平成１８年度は機構全体で、国、地方自治体、民間会社等から２６件（約３億

（ ）５千万円 の調査 設計 試験等の委託を受け 適切に実施している） 、 、 、 。 １７６頁

（９）関係機関等との連携

① 事業実施計画及び施設管理規程の策定又は変更時の情報提供と円滑な調整

平成１５年度に事業の中止が決定した戸倉ダム建設事業については、１７年度

までに既に工事を実施した箇所の原形復旧等を行い、１１月１０日に国土交通大

臣による事業実施計画廃止の認可を受け、事業計画の廃止を行った。

愛知用水二期事業（牧尾ダム堆砂対策）の完了に伴う施設管理規程の変更に際

（１７８頁）し、主務省、関係県、利水者、共同事業者への説明と調整を行った。

② 利水者説明会の実施

関係都府県、利水者等を対象に、平成１９年度予算概算要求案、同１８年度計

（１８２頁）画等の説明会を実施し、利水者からの意見・要望等の把握に努めた。

③④ ダム等施設管理業務説明会・用水路等施設管理運営協議会等の実施

特定施設であるダム・堰の２２施設及び利水ダム２施設において、出水期前に

関係機関に対して、放流時の連絡体制や手続に関する説明会を実施した。また、

水防関係者の連絡会に参加しダムの役割等を説明するなど、洪水調節の勉強会や

洪水調節の効果に関する説明会等を延べ２８回実施した。

、 、 、用水路等１７施設においては 管理運営協議会等を開催し 利水者からの意見

（１８６頁）要望の把握に努めた。

⑤ 危機的状況時における関係機関等との積極的な連携

管理業務において防災情報や水質に関する情報など、関係機関等に様々な情報

の提供を行うとともに、水質事故時の対応や水防に関する打合せなどを年間延べ

２２３回実施した。これらの情報提供や打合せを通じて、危機的状況時における

関係機関との連絡体制の強化、洪水に備えた水防訓練の実施など協力関係の構築

（１９０頁）が図られた。

⑥ 用途間転用等関係機関との円滑な調整

（該当なし）

（１０）説明責任の向上

（公益法人への業務発注）

公益法人への業務発注については、入札・契約手続の透明化の確保と向上を図

るため、平成１７年度より入札等監視委員会での審議対象とすること及び複数の

法人において業務が可能な場合は、対象の法人に企画提案書の提出を求める「企

画提案審査型価格合意方式」を導入するなど、国に先駆けた取組を行ってきた。
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なお、企画提案審査型価格合意方式は平成１７年度の計４件から平成１８年度

は計８件まで増加した （公益法人との契約は全体で１１０件）。

平成１８年度はこれまでの取組に加え、特定した公益法人等以外の参加者の有

無について確認を行う公募手続を定め、２月１日から実施した。

（平成１８年度契約状況）

一般競争入札については 「政府調達に関する協定」の基準額以上の工事（平成、

１８年度ベース２４．１億円）について実施してきたところであるが、平成１８

年４月１日から予定価格が概ね２億円以上の工事に対象を拡大した。その結果、

（１９４頁）一般競争入札による発注件数は計２４件であった。

① 水管理情報の提供

（ ）（略： ３）的確な施設の管理④水管理情報の発信」に一括記載）「（ ２０２頁

② 財務内容の公開

平成１７年度の財務諸表については、９月１日に国土交通大臣の承認を受け、

同月４日にホームページに掲載するとともに、本社、支社、局及び全事業所に備

え置き、閲覧を開始した。セグメント情報については 「区分経理による」もの、、

「施設の機能別による」もの及び「水系による」ものの３種類を平成１７年度の

財務諸表において公表した。アナリストなどへの決算事業説明会は９月２０日に

開催、機関投資家への個別説明を実施、事業報告書（インベスターズ・ガイド）

の作成・配布を行うとともに、ホームページに掲載し、機構の財務内容の公開を

（２０４頁）行った。

③ ホームページの充実

水に関する国民の理解と認識を深めることを目的に、社会的関心の高い水事情

・渇水情報の適時的確な情報提供に努めたほか、本社ホームページの英語版につ

いて閲覧しやすい表示に改善するなどの措置を行った。

このほか、平成１８年度に機構が国内外の学会、専門誌等に発表した研究成果

等について、その一覧表を掲載した。

以上の取組などにより、ホームページのアクセス件数は、約４７万８千件（目

（２０８頁）標値：３５万件以上）となった （中期計画16万件以上）。

④ パンフレット等の作成・更新

「事業のあらまし 、広報誌（水とともに）について内容の充実を図ったほか、」

来場者の多い博物館などに新たに広報誌の設置を依頼し、広報誌設置依頼箇所を

（２１０頁）１３８カ所とした。

⑤ 「水の日」及び「水の週間」への取組

「水の日」及び「水の週間」については、中央行事として７月２８日に科学技

術館（東京）において記念式典を行うとともに、同日から８月１日まで「水の展

示会」を科学技術館主催の科学の祭典の開催時期に併せて開催した。７月３０日

の午後には皇太子殿下が「水の展覧会」を御高覧になった。

また、８月６日には２６回目を迎えた「ウォーターフェアー隅田川レガッタ 、」

を開催し隅田川の浄化についてのパネル展示を行った。

このほか「水とのふれあいフォトコンテスト」や国土交通省主催の「全日本中
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学生水の作文コンクール」にも積極的に協力し、全国で約６万人（目標値：４万

（２１２頁）人以上）の来場者を得ることができた （中期計画４万人以上）。

⑥ 広報活動の質の向上

平成１８年に実施した広報活動について広報コンテストを開催し、発表を行う

（２１４頁）ことにより広報技術の向上を図った。

（１１）事業関連地域との連携促進

① 地域のニーズ及び自然環境に配慮した施設整備・施設管理

地域環境との調和や自然環境へ配慮した施設整備を行うため、全事務所において

地域代表者との意見交換会等を実施した。また、ダム事業では奈良俣ダム、徳山ダ

ム等で植樹をはじめとした周辺整備を実施したほか、ダム見学会等を実施した。

用水路等事業では香川用水施設緊急改築事業において調整池周辺の残土受入地

の植林を実施したほか、群馬用水施設緊急改築事業、豊川用水二期事業では地元

（２１６頁）環境との調和に配慮した水路フェンスの設置を行った。

② 地域交流の実施とコミュニケーションの増進

施設の役割等について理解を得るため、全事務所において、平成１８年度中１

回以上（計画値：１回以上）清掃活動への参加、上下流交流会、施設見学会の実

施など施設等周辺地域とのコミュニケーションの機会を設け、又は参加した。

また、１９ダムにおいては、水源地域ビジョンの推進会議に事務局として参加

（２２２頁）し、ダム水源地域とのコミュニケーションを図った。

③ 生活再建対策の実施と地域振興への協力

生活再建対策として、小石原川ダム建設事業において、移転を余儀なくされる

３６世帯のうち、集団移転を希望する１２世帯と移転先地の絞り込みを行い、集

団移転地対策を進めたほか、平成１７年度からは小石原川ダムの水没予定地内に

生活相談員を配置して、移転者の生活再建に関する様々な疑問・不安の解消に努

（２２８頁）めることで、実施計画調査の円滑な実施に寄与することができた。

（１２）技術力の維持・向上

① 新技術への取組

機構では利水者及び国民の期待と要請に応えるため、機構をとりまく技術課題

、 、 。について 早期に解決することを目標に 新技術の開発・研究に取り組んでいる

１）技術５カ年計画

平成１５年度に水資源機構技術５カ年計画を定め、８つの重点プロジェクト

における課題に取り組んでいる。

このうち「機械設備の合理的保全手法の検討」については、機械設備に係る

、 、ライフサイクルコストの低減のため 保全履歴に関するデータベースを構築し

、 。構成要素毎に期待稼働時間を求めることにより 取替時期の見直しを実現した

（２３２頁）

２）技術研究発表会の開催と特許等の取得の推進

平成１７年度に取組を進めた２件に加えて、新たに民間会社と共同で発明し
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（２４０頁）た２件の技術について、特許出願を行った。

３）その他新技術への取組

（渇水時や災害時における機動的な水供給に係る試験）

機構では緊急時における水供給手法の確立のため、経済産業省が実施する「平

成１８年度工業用水代替水源確保調査」の一環として水輸送用バッグ及び可搬式

海水淡水化試験装置を用いた試験を実施した。

○ 水輸送用バッグを用いた海上水輸送試験

渇水時や災害時における機動的な水供給に係る新技術への取組として、民間

会社（ＭＴＩ）と協力して、本邦初となる水輸送用バッグによる海上水輸送試

験を行った。この試験は高強度複合繊維製の水輸送用バッグに１，０００ｍ３

の淡水を入れて 海上をタグボートで曳航するものである ３月の輸送試験 新、 。 （

宮港から富岡港まで約１７０ｋｍを往復）はＮＨＫの全国ニュースで報じられ

たほか、新聞各紙でも取り上げられた。なお、曳航中に水バッグ本体と金属製

の端部部材との接触により破れ（約５０ｃｍ）が発生し、海水が混入したこと

から、今後、民間会社においてバッグの改良等を行うこととしている。

○ 可搬式海水淡水化試験装置を用いた実証試験

緊急時における機動的な水供給に係る取組として、車輌で運搬可能な小型の

可搬式海水淡水化試験装置を調達し、徳島県内の企業へ実際に水供給するなど

（２４４頁）の実証試験を実施した。

（水面を利用した大規模太陽光発電システムの技術開発）

地球温暖化対策への取組として、水面を利用した大規模太陽光発電システムの

実用化のための設置コストの大幅削減、モジュール冷却による発電効率の向上の

ための技術開発について、環境省の地球温暖化対策技術開発事業に応募し、３月

（２４９頁）３０日に採択を受けた。

② 蓄積された技術の整備・活用

総合技術推進室では、機構のダム・水路等事業における基幹的・専門的業務であ

る調査設計等の業務を職員自ら実施することにより、外部委託した場合に比して２

割から３割のコスト縮減を図るとともに、技術力の継承・維持・向上に努めた。

また、機構が有している長年の経験と高度な技術力に期待され、国、地方自治

体、民間会社等から２２件（約２.６億円）の調査、設計、試験等を受託し、機構

（２５０頁）の技術力によるを社会貢献を行った。

③ 技術力の提供

１）論文等の発表

技術力の提供及び積極的な情報発信に努めるため 「技術研究発表会」におけ、

る優秀な論文を含む６５題（目標値：５０題以上）の論文等を学会、専門誌等

に発表するとともに、発表論文リストをホームページに掲載し、広く技術力の

（２５６頁）提供を行った。
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２）研修の開催等を通じた関係機関への機構技術の公開

ダム・用水路等事業において関係機関、学生、教職員、公益法人を対象に現

（２６０頁）地見学会・研修等を通じて積極的に技術の公開を進めた。

④ 国際協力の推進

機構はＮＡＲＢＯ（アジア河川流域機構ネットワーク）事務局として中心的な

役割を担うとともに、技術情報等の交換を促進し、各国技術者の実務者能力の向

上を目的とした国際貢献を展開している。

平成１８年度は課題別ワークショップ（水配分と水利権に関するワークショッ

プ）をアジア地域６ヶ国から１１名の参加を得てフィリピン、タイ、日本の３ヶ

、 、 、国で開催し 各国の水配分 水利権制度に係る法制度の整備・運用状況を把握し

、 （ ）課題の抽出と改善策を日本の事例から提示した他 ＩＷＲＭ 統合的水資源管理

研修をアジア地域６ヶ国から１５名の参加を得てスリランカで開催し、水資源管

理の実態と問題の抽出、解決策についての議論を行った。

また、機構ではこれらの活動を通じて、問題の分析・把握能力、コミュニケー

（２６７頁）ションスキルを向上させ、今後の事業推進に資することとしている。

⑤ 水に関する知見、先端技術に関する情報の収集

水の物理・化学的な性質や機能水等について最新の知見を得るため「水の研究

会（放送大学丹保座長 」を平成１７年度から計１８回実施し、各分野の有識者か）

ら貴重な講演をいただき、報告書としてとりまとめを行った。

また、水処理や環境など、今後の業務展開に係る検討に資するため、最先端の

企業や大学等の研究者による講演会である「新技術に関する検討会」を８回開催

（２７２頁）した。

３．予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画）

年度計画における予算（収入予算：約３，０７４億円、支出予算：約３，０４６

（２７９頁）億円）に基づいて、適正に業務運営を行った。

４．短期借入金の限度額

（２８４頁）一時的な資金不足に充てるため、最大約９７億円を借り入れた。

５．重要な財産の処分等に関する計画

１１月１０日に国土交通大臣より事業実施計画の廃止の認可を受けた戸倉ダム建

（ ． ） 、 、設事業において取得した事業用地 ５４ ３ｈａ について 地元の要望に基づき

（２８６頁）公的機関への有償譲渡に向けた検討・調整を行った。

６．剰余金の使途

、 （ ）平成１８年度における剰余金は 平成１７年度の当期未処分利益 約１２９億円

の全額を一般積立金として整理し、割賦負担金に対応する長期借入金又は水資源開

（２８８頁）発債券の借換えの際の金利変動等に備えた。
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７．その他業務運営に関する重要事項

（１）施設・設備に関する計画

本社・支社等に係る宿舎、研修施設及び実験設備等に係る整備・更新・改修に

ついては、本社独身寮の新築工事、特定分譲住宅割賦金の償還などを適切に実施

（２９０頁）した。

（２）人事に関する計画

① 人事配置の再編

「高年齢者等の雇用の安定化等に関する法律」に基づき継続雇用制度を導入し

（２９４頁）た。

② 定員の削減

平成１８年度期末における定員は、平成１７年度末定員より５２名減じ

（２９６頁）１，６３２名とした （中期計画1,579人（△315人 ）。 ）

（３）積立金の使途

一般積立金については、平成１８年度の損益計算において損失は生じなかったこ

、 。とから 平成１７年度期末における積立金約７２５億円から約８５４億円となった

目的積立金（約９．７５億円）については、利水者及び国民の負担の軽減を図

るため、退職給付引当金への繰入れを行うとともに、機構の経営基盤の強化及び

大規模地震等に対する耐震対策手法や新たな水質対策技術など、利水者、地域住

（２９９頁）民等へのサービスの向上に資する業務の費用に充当した。

（４）その他当該中期目標を達成するために必要な事項

① 利水者負担金に関する事項

１）前払い方式の活用と積極的な情報提供

継続中の事業において、次年度予算要求内容に関する説明時などに、前払い方

（ ） 。式と従来方式 割賦償還方式 による負担額等に関する制度の情報提供を行った

合わせて具体的な償還額等については、要請に応じて試算を行い説明を行った。

利水者の内２者から償還額等についての具体的な資料提供の要請があり、こ

の２者に対して、従来方式（割賦償還方式）における償還額の試算を行い検討

資料の提供を行った。これらの取組では前払い方式の活用について利水者の適

（３００頁）切な判断に資するよう留意した。

２）繰上償還の受入

平成１７年度に引き続き実施する繰り上げ償還の受入については、利水者の

要望と機構財務への影響を勘案しつつ柔軟に対応し、総額で約２１９億円の受

（３００頁）入を実施した。

② 中期目標期間を越える債務負担

ダム等事業（５件 、用水路等事業（１１件）及び施設管理（１件）において、）

年度計画に計上された中期目標期間を越える債務負担限度額（１２２．４億円）

（３０２頁）の範囲内で債務負担（約７４．３１億円）を行った。


